
最近の税制に関する動向最近の税制に関する動向

・これからの少子・高齢社会における公的サービスを社会全体で支える税制の
あり方について検討

平成15年6月　「少子・高齢社会における税制のあり方」（政府税調中期答申）

平成14年6月　「あるべき税制の構築に向けた基本方針」（政府税調答申）

・ 10～15年先を見据え、持続可能なわが国経済社会・財政を実現するための
あるべき税制の全体像を提示

平成15年度税制改正（国・地方あわせて初年度、減税約2.0兆円、増税約0.2兆円）

1. 研究開発・設備投資減税の実施
2. 生前贈与促進のための相続税・贈与税の一体化
3. 金融・証券税制の軽減・簡素化
4. 配偶者特別控除（上乗せ部分）の廃止
5. 消費税の免税点の引下げ
6. 法人事業税への外形標準課税の導入
など
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将来次世代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

負
担

内閣府「年次経済財政報告」平成13年12月

社会保障
の負担

税金など
の負担

政府消費
政府投資
などの受益

社会保障
の受益

生涯純受益（生涯受益 - 生涯負担）
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生涯の受益と負担生涯の受益と負担

高齢世代は、生涯を通じて大幅な受益超過
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一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

12.8 12.3 11.3 9.4
6.6 6.7

9.5

16.2 16.5

33.0
30.0

35.0 36.4

7.2 7.3

18.5

34.0

21.2

13.5

21.7

37.5

50.6 51.5
53.0 53.6

57.7
61.5
65.9
69.3 70.5 70.5

75.1 73.6
75.9
78.8 78.5

84.4
89.0 89.3

84.8 83.7 81.8

32.4
34.9
38.2
41.9

46.8
50.8
54.9

60.1 59.8

54.4 54.1
50.7
47.9
43.8
41.8

51.0 51.9 52.1
53.9
49.4 47.2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1983 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03
(予)

（兆円）

公債発行額

歳 出 総 額

税 収

(注）2002年度までは決算額、2003年度は予算額による。



国および地方の債務残高の国際比較国および地方の債務残高の国際比較
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「少子・高齢社会における税制のあり方」に
おける基本的視点

「少子・高齢社会における税制のあり方」に
おける基本的視点

1. 少子・高齢化、財政赤字累増の中で、将来の国民負担増（租税と社

会保障負担）は不可避

2. 負担増について国民の理解を得るために、徹底した歳出削減、行政

改革が必要

3. 2を前提に、個人所得課税の基幹税としての機能を回復することと

消費税の役割を高めていくことによる段階的な負担増が基本



（注）日本は２００３年度見通し。諸外国は2000年。
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個人所得課税の負担構造の見直し個人所得課税の負担構造の見直し

・各種の収入を課税ベースに取り

込んだ上で、

・基礎控除や扶養控除といった人
的控除でまとめて担税能力を調
整する方向

⇒「広く」「公平に」負担を分かち合う

特定の収入ごとに適用される特別
の控除や非課税措置を見直し、

課税されない部分

税 率
（累進税率）
×

課税されない部分

・基礎控除

・配偶者控除

・扶養控除

・障害者控除

・
・
・
など

人的控除

課税所得

特定の収入

・年金 公的年金等控除
・給与収入 給与所得控除
・退職金 退職所得控除

・非課税収入 ×
（遺族年金・失業等給付など）

その他の収入



消費支出、老齢年金（モデル年金額）及び課税最低限（所得税）消費支出、老齢年金（モデル年金額）及び課税最低限（所得税）
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最近の相続税の主な改正最近の相続税の主な改正

平成6年度改正
（１９９４年１月１日～）

昭和63年度税制改革前区　　分

年　分

刻み数

税
　
率
　
構
　
造

基礎控除

最高税率

課 税 割 合

死亡者数
相続税課税件数
（ ）

１９８７年

７.９％ ４.７％

２００１年

平成15年度改正（現行）
（２００３年１月１日～）

６段階

５０％
（３億円超）

同　　左

１４段階

７５％
（５億円超）

２,０００万円

４００万円 ×法定相続人数

＋

９段階

（２０億円超）

７０％

１,０００万円 × 法定相続人数

５,０００万円

＋


